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JSG ニュースレター 

<Tax> 

「産業創新条例」改正案が最終可決 

~スタートアップの安定的な発展を促進、人材確保・定着を支援~ 

 「第 19 条の 1 従業員向け株式報酬に係る課税繰延措置」  

 「第 23 条の 1 リミテッド・パートナーシップ型ベンチャーキャピタルによるス

タートアップ投資についての税制優遇措置」 

  「第 23 条の 2 エンジェル投資家向け税制優遇措置」 

 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

立法院は 2026 年 8 月 27 日、「産業創新条例」の一部条文改正案が最終可決し

ました。本改正では、「従業員向け株式報酬に係る課税繰延措置」、「リミテッド・パート

ナーシップ型ベンチャーキャピタルによるスタートアップ投資についての税制優遇措置」、「エ

ンジェル投資家（個人投資家）向け税制優遇措置」の 3 つの制度が見直されました。

主な改正内容は、以下のとおりです。 

 

条文 修正項目 施行期間 

第 19 条の 1 

従業員向け 

株式報酬に 

係る課税繰延

措置 

⚫ 従業員向け株式報酬に係る課税

繰延措置の適用上限額を500万

台湾元から1,000万台湾元へと引

き上げ、企業の人材確保・定着を

促進します。 

2027/1/1~2029 /12/31 

https://nam10.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.deloitte.com%2Fcontent%2Fdam%2Fassets-zone1%2Ftw%2Ftc%2Fdocs%2Fservices%2Ftax%2F2026%2Ftw-taxnews-20260828-1.pdf&data=05%7C02%7Caharuki%40deloitte.com.tw%7C596cbdf583e14f41682e08df06f7c2da%7C36da45f1dd2c4d1faf135abe46b99921%7C0%7C0%7C639237333479380018%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJFbXB0eU1hcGkiOnRydWUsIlYiOiIwLjAuMDAwMCIsIlAiOiJXaW4zMiIsIkFOIjoiTWFpbCIsIldUIjoyfQ%3D%3D%7C0%7C%7C%7C&sdata=nXqINONtknWbiGFR9fh00Pw0wpzoGaayu1r6gW9btQ8%3D&reserved=0
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第 23 条の 1 

リミテッド・パート

ナーシップ型ベン

チャーキャピタルに

よるスタートアップ

投資について 

税制優遇措置 

⚫ リミテッド・パートナーシップ型ベンチャ

ーキャピタルに対するパススルー課税

制度の適用要件を緩和します。改

正後は、リミテッド・パートナーシップ

型ベンチャーキャピタルが設立後3

年目から5年目までの間にスタート

アップ企業へ投資する累計金額の

基準を、それぞれ払込出資総額の

10％、20％及び30％に引き下げ

ました。また、新たに6年目までに

40％へ到達する基準を設けること

で、投資要件の達成期限を延長し

ます。 

⚫ 投資対象の認定基準も緩和され

ます。今後は、外国法人が台湾に

おいて直接または間接的に支配す

る子会社または支店を有する場

合、台湾で実質的な事業活動を

行っているものとみなされます。これ

により、ベンチャーキャピタルの投資

の柔軟性が高まり、資金調達機会

の拡大が期待されます。 

公布施行日~2029/12/31 

第 23 条の 2 

エンジェル投資

家 向 け 税 制

優遇措置 

⚫ スタートアップ企業は成長段階にお

いて継続的に資金調達を必要とす

ることに加え、台湾の関連制度にお

いてスタートアップ企業の設立年数

の上限が8年に引き上げられている

ことを踏まえ、制度間の整合性を

図るため、今回の改正ではスタート

アップ企業の設立年数要件を「設

立後5年未満」から「設立後8年未

満」へ緩和します。あわせて、第23

条の1におけるスタートアップ企業の

設立年数要件についても同様に見

直します。 

公布施行日~2029/12/31 

 

勤業衆信の見解 

今般の改正は、スタートアップ企業の安定的な成長を後押しするだけでなく、企業に

おける人材確保・定着という喫緊の課題への対応も目的としています。関連する税

制優遇措置の適用要件が緩和されることから、企業および投資家においては、従業

員向け株式報酬制度や現行の投資ストラクチャーを見直すとともに、各種税制優遇

措置の活用可能性について早期に検討し、本改正によるメリットを最大限に活用す

ることが望まれます。 
 

 
 



 

 

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 
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